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1.最近 の動 き/CurrentTopic
◎研究会等/Research麓eeting
第2調査研究グループでは、経常研究と して、科学技術を社会 と調和させるため
の方策を探る「人間及び社会 と科学技術政策 に関する研究」を進めているところで
あるが、この研究ではまず、科学技術を実施する側 と科学技術の最終的なユーザー
である社会とのコ ミュニケー ションの問題を取 り上げることと している。
この問題に取 り組むための「科学技術 と社会的 コ ミュニケー ションに関する調
査研究会の第1回会合が12月20日に開催 された。 研究会は、座長である電気通信
科学財団理事長の白根禮吉氏他10名か ら構成 されている。
◎ 科 学 披 講 指 標 デ ー タ の 入 力/Data-lnputofS&TIndicators
第2研究グループでは政策研ニュース前号で述べたように、科学技術指標にっい
ての研究を実施 しているが、12月15日現在 コンピュータに入力 されている指標デ
ータは、前号で述べた103指標項 目のうち33項目である。
その うち、7項目にっいては、指標 として必要なデータのうち一部分のみを入力
している。
また、指標データを時系列的に分析するためには過去少な くとも10年間のデー
タが必要だが、それが完了 しているのは次の17項目である。
初等中等教育理科系 ・英語時間数、産業・製品分野別研究費、防衛費、系統分類別
一1一
大学学生数、専攻系統分類別大学院学生数、学位授与数、国内特許・実用新案出願件
数、技術貿易、研究集約的産業の設備投資費、鉱工業製品の規格数、原材料消費指数、
日本の科学技術国際誌数、国際会議の 日本の主催数、情報 メデ ィアの増減率 と利用
度、労働災害数、図書館の蔵書数、高死亡疾病の死亡率
なお、残 りは指標のデータソースとなっている調査 の開始年度が最近である等
の理由で、過去のデータが1◎年間分は入手で きない項 目である。
◎ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
12/6R.S.Ganapathyイン ド国 立 大 学 院 教 授
12/9Dr.Branscombハ ー バ ー ド大 学 教 授
ハ ー バ ー ド大J◎hn.F.Kennedyスク ー ル と の 共 同 研 究 に関 す る打 合 わ せ 等
12/22JohnIrvine英国 サ セ ッ ク ス 大 学SPRU
2.研究 ノ ー ト/ResearchNote
地 球 環 境(大 気)問 題 に 関 す る対 応 の 動 向 にっ いて 一 〇utlineoftheeffortsto
solvetheglobalenvironmenta1(atmospheric)problem
近年、関心が高まっている地球環境問題について、エネルギー利用の視点か ら
主と して酸性雨及び地球の温暖化への対応 とその動向の概要 にっいて とりまとめ
た。なお、参考のため表 一1に最近10年間の地球環境(大気)に係 る関係機関の施
策等の経緯を示す。
ユ.経 過
(1)世界 的に みて、 地球環境(大 気)問題が認 識 され始 め たのは 、酸性 雨 にっ いて
は、1972年(S.47)のス ウェーデ ン政 府 の国連 ヨー ロ ッパ 経済 委員会 へ の報 告
で あ り、地球 の温 暖化 につ いて は、198C年(S.55)の米 国政府 の 「西暦
20◎0年の地球 」の 発表 の頃で あ る。 この うち、酸性 雨 に関 して は、欧州 で7年
後 の1979年(S.54)に条約 が採 択 され、現 在具 体 的な対策 が進 行 しっっ あ る。
また、 地球 の温暖 化 につ いて は、米 国 を中心 に調 査研究 が進 め られて きたが、
1988(S.63)にな り大気 変動 国際会 議(ト ロ ン ト)で二酸 化炭素 削減 提案 が、 統
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いて米国上院には二酸化炭素削減法案の提出がなされ た。オゾン層保護(問題
認識1977、条約採択19858年後)も考えあわせると問題が クローズア ップ され
てか ら約十年程度で対応の方向が明確になって きた といえる。
(2)我が国では、「地球的規模の環境問題 に関する懇談会」(環境庁S。55設置)以
降、「酸性雨対策検討会」(環境庁S.58設置)、「二酸化炭素の蓄積による気候
変動 と資源問題に関する調査報告」(科学技術庁資源調査会S.59)等には じま
り、以来、関係機関による調査、研究が進められている。その内容は、主 とし
てモニタ リング等の観測の外に地球科学全般を含む既往の知見の整理及び今後
の課題の整理である。特に、S.62、63年には こうした調査、研究活動が活発に
な っているが、その きっかけと して、S.62年のオ ゾン層破壊 に対す る危機意識、
地球大紀行(NHK、S.62.1～12月放送)等のマスコ ミによる地球 に対する理解
の向上への寄与、S.63年になリ トロン トサ ミット、大気変動国際会議、米国に
おける異常気象に対する温室効果の指摘等の影響が考え られる。
2.問題 に対する認識等の状況
(1)酸性雨;イ.日 本では、今の ところ欧米のような被害 はあまりないと一般に
み られているが、問題は顕在化(pK4程度の降水有)しつつあるという認識が
強まっている。 ロ、モニタ リング(23地点)を中心 とした現状調査、酸性降下物
の動態等についての調査(環境庁、農水省等)等を実施中である。ハ.東 アジア
地域での酸性雨問題が懸念 され るなかで、予測モデル開発に着手(気象庁等)し
て いる。
(2)地球の温暖化;イ.二 酸化炭素等の温室効果ガスの大気中濃度が、 このまま
増加するならば地球の温暖化はさけられないことは、国際的にも概ね是認 され
るようになっている。 ロ.温 室効果ガスと地球の温暖化を結びつけるメカニズ
ム、温暖化の程度 にっ いて今後の科学的知見の蓄積が必要であり、またガスの
排 出削減 ・回収方策の検討の必要性 も認識 されてきている。
(3)地球科学技術;人工衛星、航空機、電子計算機等の先端的技術の利用及び国際
共同研究等により近年、地球科学に対する知見が大幅に進展 しているが、今後は、
より、グローバル・ジオフロン トの発展をいかに図るかが問題 となっている。
3.今後の動向
(1)各種委員会及び国際会議等か ら
①関係機関の各種委員会、検討会等による提言及び予定 されている国際会議等
による協力体制の強化が期待 される。
?」
?
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(2)S.64年度概算要求(新規)から
①酸性雨;イ.モ ニタ リングステーシ ョンの増設(環境庁)。ロ.農 産物に及ぼ
す影響解明、耐性評価(農水省)等
②地球の温暖化;イ 、モニタリングに関 し環境動態把握手法の確立(環境庁)、
広域モニタ リング調査(通産省)。ロ.メ カニズムの解明に関連 し、地球温暖
化に係る大気成分の環境動態の解明に関する研究(環境庁)、産業活動起源の
温暖化関連物質の挙動解明に関する研究(通産省)。ハ.温 室効果ガス増加対
策に関連 し、CO2の増大による地球温暖化調査(環境庁)、地球環境技術開発(通
産省)等。
③地球科学技術;イ.ア ジアモ ンスー ン機構に関する研究(科学技術庁)。ロ.
衛星による地球環境の解明(文部省)等
以上の動向か ら、今 までは既往の科学的知見の整理 と今後取 り組むべ き課題の
枠組の整理が主体であったといえる。今後はモニタ リングの充実、個別のメカニ
ズムの観測、解析及び総合化、モデ リング、データをベースとした対策の検討の
方向に調査、研究の視点が移行するもの と考え られ る。
これ らの状況をふ まえ、当科学技術政策研究所 において も、エネルギーの利用
と地球環境 にっいて さらに調査研究を進めて参 りたい。
〈第4調 査研究グループ 〉
3.来所 講 演 概 要/SummaryoftheLec加reatNISTEP
「199◎年代の科学技術政策」 石井筒麻布大学教授(1◎月21日、於当研究所)
我が国の科学技術政策が体系化された1950年代か ら1970年代まで にお ける科学
技術政策の目的は、国民生活の向上を図るための科学技術振興策であ り、そして
もう一つは巨大技術の開発を行 うことであった。1980年代に入 ると"科 学技術 と
人間 との調和"や"国 際化への対応"が ウェイ トを占めて きている。
199◎年代の科学技術政策は、科学技術の振興のほか、①科学技術政策の国際的
調整、②国際的公共財 としての科学技術開発、③巨大技術開発政策の見直 し、
④科学技術 と各国固有の文化 との調和の、四つの課題が考え られる。
第一は科学技術政策の国際的調整である。 トロン ト・サ ミッ トの『経済宣言』の
一5一
冒頭で、「各国の政策は国際的広がりを充分考慮す ることが不可欠である」と述べ、
政策調整が必要であるとした。 これは科学技術政策 も例外ではない。
最近締結 された『日米科学技術協力協定』は、第1条 で「両国間の全般的科学技術
関係のための政策的枠組を設定す る」とし、 さらに、「両国政府は、 この枠組の下
で科学技術 に関する重要事項、全般的科学技術に関す る政策的事項を検討する」
としている。 これは個 々の研究開発テーマではな く、科学技術全般について、討
議、調整 しようというもので、今までの研究開発協定 とは内容が異なっている。
科学技術は、種 々の政策の中で徐 々にウェイ トを増 し、外交、安全保障、経済、
福祉などあ らゆる分野の中核的な地位を占めるよ うにな ってきた。そうなると、
科学技術政策の調整はそれ らの分野に広 くかかわる問題 となって くるため、今後
は、一つ一つの政策調整について、幅広い見解が必要 とされよう。
第二は国際的公共財としての科学技術開発の問題で ある。経済援助、 自由貿易
システム、安全保障体制などの国際公共財のほとん どを、第2次 大戦以降米国が
負担 してきており、最近、日本などの先進諸国にその役割の分担を求めてきてい
る。 日本がそれを分担す ることは当然であるが、資源の乏 しい我が国は、各国に
対 し中立的な態度で対応する必要があ り、それ には科学技術分野で貢献すること
が最 も妥 当な方策であろう。 この点、科学技術庁で進 めている ヒューマ ン・フロ
ンティア計画は、国際公共財 として最適であり、今後、 このような研究開発の推
進が我が国の科学技術政策の一つの柱になるで あろう。
第三は巨大科学技術政策の見直 しである。 日本は原子力と宇宙開発の巨大技術
開発を手掛けて きた。原子力については、当初、「1980年代にATR(新 型転換炉)
を電力系統に組み込んで原子力発電の1/3をまかない、1990年代にFBR(高 速増
殖炉)を実用化す る」と考えていた。 しか し、計画は大幅に遅れ、1985年までにF
BRに4,800億円、ATRに2,000億円投入 して も実用化の見通 しは立 っていない。
当初の目標か らこれだけ大 きくずれた理由にっいて、一度考えておかなければな
らない。いったい巨大技術 とは何か。米国の巨大技術開発は、安全保障、国家威
信など政治的、軍事的な国家目標を明確に持 っている。日本ではどうであろうか。
これ まで原子力産業が育たなか ったように、技術開発のための開発 とはな らない
よ う、産業政策 としての開発の体制を考える必要があろう。
一6一
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第四は科学技術 と文化の調和である。科学技術文明は、普遍性、合理性を持 っ
ており、20世 紀 に入 り、急速に世界へ浸透 して行 った。 しか し、科学技術の影
響の拡大 に伴い、各国の固有の文化 との間で摩擦が生 じてい る。 日本人の精神は
非合理的、非論理的などの特徴があり、外国文化を どん どん取 り入れるという国
民性であると言われ る。 しか し、科学技術が高度化 して くると、 日本文化 との間
で問題が起 きて くる。 たとえば、臓器移植に関連 した脳死における死の判定問題
な どがそれにあたる。 日本は、欧米 と全 く異なった興味深い反応を示 している。
合理性 に立脚す る科学技術文明 と、非合理的な 日本人の死生観の差異が技術進歩
とともに表面化 した といえよう。 日本では臓器移植がな じまなければ、人工臓器
の開発 に力を入れ るなどの方法を考え る必要があろう。 また、 コンピュータの利
用 に伴 うプライバ シー保護の問題について も同様で、欧州では既に法制化 されて
いるが 日本では何 も進展 していない。何 らかの対策が望 まれ る。
「文化の問題や安全保障問題な どは科学技術の範躊ではない」とい う考え方 もあ
ろう。 しか し、種々の政策の中で、科学技術政策が重要にな って きているのは事
実である。そのため、で きることな ら全てを科学技術政策の中に取 り込むべ きで
あると考える。科学技術政策を行っていると、その枠の中に閉 じこもり、なかな
か枠の外 に出られない。1990年代の科学技術政策の最大の課題は、科学技術政策
の枠組みを踏み出す ことであろう。
(本稿は、ペー ジ数の都合上、講演の骨子を当所 にてまとめた ものです。
詳 しい内容をご希望の方は、当所第2調査研究 グループまで ご連絡下 さい。)
4.その他/OtherTopics
◎人 事往来/Staff
ONewFace
昭和63年12月16日か ら、馬場靖憲氏が、第1研究 グループ研究員 として政策研に
加わ った。
馬場氏は、英国サセ ックス大学SPRU(科 学政策研究部)研究員 と して2年3月
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にわたり、この分野の研究に従事 してお り、政策研の新戦力 として活躍が期待 され
る。
◎ 今後 の予定(講演)/UpcomingEvents
2/17(金)午前10時30分～12時 「日本人 の 自然 観」につ いて
梅原 猛氏(国 際 日本 文化研 究 セ ンタ ー所 長)
場 所 科 学技 術庁科 学技 術政策 研究所 会議 室(千代 田区永 田 町1-11-39)
◎ 入 手 文 献 ・資 料 情 報/Literatures&DocumentsInformati◎n
当 所 で 最 近 受 け 入 れ た 主 な 資 料 は 以 下 の と お り で す 。
奪GlobalCompetition-theNewReality-Voll,VolE:PresidentCommissionon
IndustrialCompetitiveness(米国):1985.1
禽TheRoleofScienceandTechno1◎gyinEconomicCompetitiveness:NSF(米
国):1987.9
禽R&DFundingForeignSponsorshipofU.S.UniversityResearch:GAO(米国):
1988.3
命U.S.TradePerformancein1985andeutlo◎k:DOC(米 国):1986.10
命IraprovingtheTransferandUseofScientificandTechnicalInformation
:オ ク ラ ホ マ 大 学SPPP(米 国):1986.9
命Co田mercializingHigh-Tempera加reSuperconductivity:OTA(米国):1988
@Science,TechnologyandFirstAmendment:OTA(米国):1988
争Science,TechnologyandtheConstitution:OTA(米国):1987
多科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1--11--39電話 ◎3(581)2391,2392
命NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
◇ADDRESS:1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
◇PHONE:03(581)2391,2392◇FAX:03(503)3996
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